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(57)【要約】
　ダイヤモンド状炭素（ＤＬＣ）被覆で被覆された摺動
面若しくは剥離面１１４、１１８、１２０、１２６を有
する医療用装置１１０。被覆は摺動抵抗又は剥離抵抗を
低減する。被覆された基質１１２、１１６、１２２，１
２８はポリマー性であり得る。被覆はアセチレンのよう
な炭化水素ガスのコールドプラズマから適用され得る。
プラズマは内面、外面或いはそれらの両方に被覆部を蒸
着するために発生され得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
摺動面を有する医療用装置であって、前記摺動面がダイヤモンド状炭素（ＤＬＣ）被覆で
改質されている、医療用装置。
【請求項２】
前記ＤＬＣ被覆がポリマー材料の基質上に形成される、請求項１に記載の医療用装置。
【請求項３】
前記ＤＬＣ被覆の厚みが約１０乃至約１００００Åである、請求項１に記載の医療用装置
。
【請求項４】
前記ＤＬＣ被覆の厚みが約５０乃至約５０００Åである、請求項３に記載の医療用装置。
【請求項５】
前記ＤＬＣ被覆が約１０％以上の割合のｓｐ３炭素－炭素結合を有する、請求項１に記載
の医療用装置。
【請求項６】
前記装置が外面を有する管状ポリマー部を含み、かつ前記ＤＬＣで被覆された摺動面が前
記外面の少なくとも一部を含む、請求項１に記載の医療用装置。
【請求項７】
前記装置が内側内腔面を有する管状ポリマー部を含み、かつ前記ＤＬＣで被覆された摺動
面が前記内側内腔面の少なくとも一部を含む、請求項１に記載の医療用装置。
【請求項８】
前記装置は、カテーテル、バルーン、ステント留置装置、内視鏡及びガイドワイヤからな
る群より選択される、請求項１に記載の医療用装置。
【請求項９】
ダイヤモンド状炭素（ＤＬＣ）の被覆を含む表面を有することを特徴とする、医療用カテ
ーテル、バルーン、ステント留置装置、内視鏡、又はガイドワイヤ。
【請求項１０】
血管アクセス又は血管手術のための医療用装置であって、前記装置はダイヤモンド状ハー
ドコート（ＤＬＣ）で被覆された管状ポリマー部を含む、医療用装置。
【請求項１１】
低摺動抵抗を備えた医療用装置摺動面を提供するための方法であって、前記方法は、前記
摺動面をダイヤモンド状炭素（ＤＬＣ）で被覆する工程を含む、方法。
【請求項１２】
前記摺動面はプラズマ蒸着工程によりＤＬＣで被覆される、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
前記ＤＬＣ被覆は、約１０乃至約１００００Åの被覆厚に蒸着される、請求項１１に記載
の方法。
【請求項１４】
前記ＤＬＣ被覆は、約５０乃至約５０００Åの被覆厚に蒸着される、請求項１３に記載の
方法。
【請求項１５】
前記ＤＬＣ被覆は、約１０％以上の割合のｓｐ３炭素－炭素結合を提供するように蒸着さ
れる、請求項１１に記載の方法。
【請求項１６】
前記ｓｐ３炭素－炭素結合において、その割合は１５％を超える、請求項１５に記載の方
法。
【請求項１７】
前記ｓｐ３炭素－炭素結合において、その割合は約３０％乃至約７０％である、請求項１
５に記載の方法。
【請求項１８】
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前記ＤＬＣは、アセチレン、メタン、エタン、ブタン及びシクロヘキサンからなる群の少
なくとも一つを含むプラズマから蒸着される、請求項１５に記載の方法。
【請求項１９】
前記摺動面は、前記ＤＬＣを同摺動面に形成するために、前記装置の表面と反応するプラ
ズマにて処理される、請求項１１に記載の方法。
【請求項２０】
ポリマー性医療用装置の基質表面を処理するための方法であって、
　（ａ）前記ポリマー性医療用装置の基質を反応チャンバに封入する工程であって、被覆
されるべき面を同反応チャンバの環境にさらした状態にて封入する工程と、
　（ｂ）前記反応チャンバを基本レベルまで真空にする工程と、
　（ｃ）前記炭化水素ＤＬＣ蒸着ガスを前記反応チャンバに供給するとともに同反応チャ
ンバ内における選択された炭化水素ＤＬＣ蒸着炭化水素ガス圧を確立する工程と、
　（ｄ）前記チャンバ内の前記ガスにコールドプラズマを点火させて、前記基質表面にＤ
ＬＣの層を形成するのに十分な選択された時間にわたり同基質表面をプラズマにさらす工
程と、
　からなる方法。
【請求項２１】
前記炭化水素ＤＬＣ蒸着ガスは、アセチレン、メタン、エタン、ブタン、シクロヘキサン
及びそれらの混合物からなる群より選択される一つを含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
前記チャンバ内の前記ガスにプラズマを点火させる工程は、前記反応チャンバの前記ガス
への誘導結合又は静電結合ＲＦ電力源により実施される、請求項２０に記載の方法。
【請求項２３】
医療用装置であって、前記医療用装置の通常の使用時において別の装置との接触から剥離
される必要のある表面を有する医療用装置において、
　前記表面の少なくとも一つは、同表面にダイヤモンド状炭素（ＤＬＣ）の被覆を有する
、医療用装置。
【請求項２４】
前記表面は、ステントとステント保護装置との間の界面を画定する、請求項２３に記載の
医療用装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ダイヤモンド状炭素（ＤＬＣ）で被覆された摺動面を有するカテーテル等の
ような医療用装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　多くの医療用装置は、通常の使用において、摺動動作を受ける表面を有する。摺動動作
は、身体の管腔内をワイヤ伝いに、或いはその他の装置の内腔内に、カテーテル、内視鏡
等が展開されることを含む。摺動抵抗は、基質材料の生来の特性、例えば表面粗さのよう
な同基質間の界面における特殊な特性、或いはその他の材料、特に血液、水、生理食塩水
、潤滑剤等のような液体との表面における相互作用に起因する。
【０００３】
　摺動抵抗を低減するために、ある種の親水性或いは疎水性潤滑材料でバルーンカテーテ
ルのような装置の一部を被覆することは周知である。しかしながら、そのような材料は、
多くの場合、使用時における耐久性に乏しく、壁の強度若しくは弾性というような最適な
性能特性を犠牲にして装置の壁の全体の厚みのかなりの部分を潤滑特性に充てるように提
供する必要があるので、完全に満足のゆくものではなかった。
【０００４】
　ダイヤモンド状炭素（ＤＬＣ）は炭素プラズマから蒸着される炭素の一形態である。Ｄ
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ＬＣ炭素被覆を種々の基質に蒸着するための装置及び方法は周知である。
　バーサミ（Ｖｅｅｒｓａｍｙ）らによる特許文献１は、磁気記録材料膜に適用されるＤ
ＬＣ被覆を開示している。
【０００５】
　ＤＬＣ及びフルオロ－アルキルシラン層を含む疎水性被覆系を含む基質は、バーサミら
による特許文献２に記載されている。
　イワムラ（Ｉｗａｍｕｒａ）による特許文献３は、低硬度炭素層上へのＤＬＣ層を含む
耐摩耗性多層被覆膜を記載している。同文献の基質に関して、下層の基質は金属合金、セ
ラミック（ガラスを含む）、シリコン及び樹脂材料であり得る。
【０００６】
　デイビッド（Ｄａｖｉｄ）らによる特許文献４は、炭素と共にシリコン及び酸素を組み
込んだダイヤモンド状ガラスフィルムを記載している。同実施例にて使用される基質は、
シリコンウェハ、石英スライド、アクリレートで被覆された光ファイバー、ポリエチレン
熱収縮膜、ポリ（メチルメタクリレート）の通路を備えたプレート及びキャピラリ及びポ
リ（ビシクロペンタジエン）キャピラリを含む。
【０００７】
　カークパトリック（Ｋｉｒｋｐａｔｒｉｃｋ）の特許文献５は、基板を炭素イオンビー
ク中にて予め加工することによって、同基板へのＤＬＣの接着性を高めるための方法及び
装置を記載している。
【０００８】
　基板をプラズマ環境中にさらすための種々の装置及び技術は、ウィスコンシンアルムニ
リサーチファンデーション（Ｗｉｓｃｏｎｓｉｎ　Ａｌｕｍｎｉ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｆ
ｕｎｄａｔｉｏｎ）に譲渡された、特許文献６乃至１１に記載されている。
【０００９】
　医療用装置の領域において、人工関節の座面及び関節面への被覆は、デアナリー（Ｄｅ
ａｒｎａｌｅｙ）らの特許文献１２及びポープ（Ｐｏｐｅ）らの特許文献１３に記載され
ている。被覆部はダイヤモンド状炭素である。
【００１０】
　内層若しくは外層に被覆を有し、かつ同被覆内若しくは同被覆の下側にセンサが組み込
まれた移植可能な医療用装置が、マルチネス（Ｍａｒｔｉｎｅｚ）による特許文献１４に
記載されている。移植可能な装置は、幾らかの不確定な構造及び材料の被覆された薬物送
達カテーテルを含む薬物送達装置であり得る。被覆はダイヤモンド或いはダイヤモンド状
材料であり得る。
【００１１】
　シュワルツ（Ｓｃｈｗａｒｔｚ）らによる特許文献１５は、被覆工程時に医療用装置を
保護するのに有用な装置を開示している。同医療用装置に適用される被覆は、ＤＬＣのよ
うなイオン化蒸着材料を含む。
【００１２】
　ＤＬＣで被覆されたステントは、デシェールダー（ＤｅＳｃｈｅｅｒｄｅｒ）らによる
特許文献１６に記載されている。
　医療用装置の摺動面をＤＬＣで改質すること、或いはそのような改質により摺動抵抗を
低減することは、これまでに提案されていない。ＤＬＣ被覆を備えた医療用カテーテル、
バルーン、ステント留置構造体又はガイドワイヤを形成することは、これまでに提案され
ていない。
【特許文献１】米国特許第５８５８４７７号明細書
【特許文献２】米国特許第６５３１１８２号明細書
【特許文献３】米国特許第６５６２４４５号明細書
【特許文献４】米国特許第６６９６１５７号明細書
【特許文献５】米国特許第６６６０３４０号明細書
【特許文献６】米国特許第５７０５２３３号明細書
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【特許文献７】米国特許第５６０４０３８号明細書
【特許文献８】米国特許第５９０８５３９号明細書
【特許文献９】米国特許第６０５４０１８号明細書
【特許文献１０】米国特許第６０８２２９２号明細書
【特許文献１１】米国特許第６０９６５６４号明細書
【特許文献１２】米国特許第５５９３７１９号明細書
【特許文献１３】米国特許第６７０９４６３号明細書
【特許文献１４】米国特許第６５９２５１９号明細書
【特許文献１５】米国特許第６６０７５９８号明細書
【特許文献１６】米国特許第６５７２６５１Ｂ１号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、上記した懸案を鑑みてなされたものである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　一態様において、本発明は、摺動抵抗を低減するために、ダイヤモンド状（ＤＬＣ）被
覆で改質された摺動面を有する医療用装置に関する。被覆は摺動条件下において良好な耐
久性を有すると同時に材料の摩擦抵抗を低減し、それらの利点はいずれも、装置の寸法、
或いは被覆材料の引張り強度、可撓性若しくは膨張特性に実質的な影響を与えることなく
得られる。特定の実施形態において、装置の摺動面が与えられる部分はポリマー材料から
形成される。
【００１５】
　別の態様において、本発明は、ＤＬＣの被覆で改質された表面を有する、医療用カテー
テル、バルーン、ステント留置構造体又はガイドワイヤに関する。
　別の態様において、本発明は剥離面を有する医療用装置に関し、同剥離面の少なくとも
一つはＤＬＣで被覆されている。
【００１６】
　本発明の更なる態様は方法に関する。特定の実施形態において、ＤＬＣ被覆はカテーテ
ルのような管状の血管外科装置の摺動面に少なくとも適用される。被覆は、カテーテルの
外面全体、或いは、基端側シャフト部、先端側シャフト部、パターン領域、バルーン外面
、内面及び外面のようなその特定の部分、又はそれらの二つ以上の組み合わせに設けられ
得る。
【００１７】
　摺動面はまた、ガイドワイヤが貫通する、或いはその他の装置が送達される内腔であり
得る。より特定の実施形態において、バルーンカテーテルは、ガイドワイヤ内腔であって
、その内面の少なくとも一部がＤＬＣで被覆されている内腔を含むものが提供されている
。
【００１８】
　本発明のこれらの態様及びその他の態様は、本明細書において、以下により詳細に記載
されている。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　本願のその他の箇所にて記載されている米国特許を含む全ての刊行物は、本明細書にお
いて、その全体が参照により表現的に組み込まれている。本願のその他の箇所に記載され
ている任意の同時に継続する特許出願もまた、本明細書において、その全体が参照により
表現的に組み込まれている。
【００２０】
　本発明は、医療用装置の表面改質に関し、同医療用装置はポリマー組成物から少なくと
も部分的に形成されており、同ポリマー組成物の表面を改質するためにガス状ＤＬＣ－蒸
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着プラズマが使用されている。
【００２１】
　表面改質工程は、それらに限定されるものではないが、ガイドカテーテル及び血管形成
術用カテーテルを含む血管用カテーテル、泌尿器科的処置に使用するための、胆管に使用
するための、神経学的処置に使用するための、生殖器官に使用するための、及びステント
のような医療用装置の送達に使用するためのようなその他の装置を含む種々の医療用装置
に有用である。
【００２２】
　本発明に従う表面改質工程を使用して、医療用装置の表面は、摺動抵抗を低減するため
、並びに装置表面の耐久性を増大させるために改質される一方で、基質のバルク特性は実
質的には変更されることはない。被覆部は、基質の内側面又は外側面にあり得る。特定の
実施形態において、被覆されるべき表面はポリマー性であり得る。その他のものにおいて
は、金属又はセラミックであり得る。
【００２３】
　本発明の適用は、耐久性の低摺動摩擦面を必要とする任意の管状又はワイヤ状表面、特
に装置の厚みの寸法を最小限にする必要のある表面に見られる。被覆部は外面又は内側の
管状面であり得、かつ同被覆部は、連続的又は不連続的であり得る。
【００２４】
　任意の医療用装置の摺動面は本明細書に記載されている技術を使用して改質され得る。
本発明はカテーテルアセンブリにおいて特に有用である。カテーテルアセンブリは広範囲
の処置において使用され、例えば、血管（冠状血管を含む）、胆管、神経系、尿路、生殖
器官等の処置、並びにガイドカテーテル及びステント送達系のような医療用装置の送達系
に対して使用される。非限定的な例により、本発明はカテーテルシャフトの内面若しくは
外面並びにバルーンのそのような表面を改質するために使用され得る。ステントスリーブ
又はその他のステント保護構造体もまたＤＬＣ被覆が有利に提供されている。ガイドワイ
ヤもまた、カテーテルがワイヤ伝いに前進される際の体内における摺動摩擦を低減し、か
つ内腔の摩擦を低減するために、ＤＬＣで有利に被覆され得る。
【００２５】
　ＤＬＣ被覆はまた、別の表面との接触から剥離される必要のある表面に有利に使用され
得る。幾らかのステント保護構造体はそのような様式にて作用する。ＤＬＣ被覆はそのよ
うな表面の界面における接着を低減することができる。
【００２６】
　特にポリマー材料と共に使用する場合、加熱による深刻な損傷を受けないようにコール
ドプラズマ技術が使用される。コールドプラズマ処理において、プラズマの温度は比較的
低く、例えば、約１０乃至約１２０℃であり、２０乃至６０℃が適切である。処理は真空
中にて実施され、改質されるべき基質の表面が、適切には真空チャンバの内部である真空
内に配置される。真空の強度は、プラズマ被覆を起こすことが可能であるのに十分である
のならば、制限されるものではない。幾らかの実施形態において、真空は０．００５トー
ル（０．６６７Ｐａ）以下の圧力である。しかしながら、大気中の圧力及び温度若しくは
その付近の圧力及び温度にてＤＬＣ蒸着又は反応プラズマを発生させ、押出機及び冷却タ
ンクの下流側であるが、巻取り又は切断ステーションにて材料が回収される前に押出ライ
ンにて例えば連続被覆動作の可能性を残す。
【００２７】
　例示的な工程において、ＤＬＣ改質ガスは改質されるべき表面が配置される真空チャン
バ内に制御された速度にて導入されるか或いは、基質表面に通過させられる。ＤＬＣ改質
ガスは任意のガス又はガスの混合物であり、炭素蒸着プラズマを形成するか、或いは基質
表面にダイヤモンド状被覆を残すために同基質表面と反応する。プラズマを形成するため
に、外部アンテナを介して高周波信号が適用される。使用される特定のＤＬＣ改質ガスに
応じて、適切な周波数が選択され得ることは当業者には明らかであろう。一般的に、１０
ｋＨｚ乃至１０ＭＨｚのオーダーの周波数が本発明において有用であるが、表面を改質す
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るために使用される物質に応じて、それよりも低い又は高い周波数も使用され得る。ＲＦ
信号の出力は、プラズマを点火して被覆を促進するのに十分である限り、制限を受けるこ
とはない。５０乃至１００Ｗの出力が使用され得る。プラズマはチャンバ内にて点火され
、予め選択された出力設定にて選択された時間の間維持される。処理が完了すると、プラ
ズマを消滅させるためにラジオ周波数のスイッチが消される。次にチャンバが洗い流され
、生成物が回収される。処置の結果、ＤＬＣの薄層が改質面に付着される。層の厚みは約
１０乃至１００００Åであり、例えば５０乃至５０００Åであり得る。
【００２８】
　本発明の幾らかの実施形態において、ＤＬＣの表面改質は、一回以上繰り返され得る。
一連の連続した蒸着工程は、基質表面に良好に接着され、かつ均一に被覆されたＤＬＣ被
覆を提供することを助ける。
【００２９】
　種々のプラズマ処理技術及びプラズマ発生源がＤＬＣ表面改質に利用可能であり、それ
らは、マイクロ波、電子サイクロトロン共鳴（ＥＣＲ）、ＥＣＲと一体的なマイクロ波、
直流電流（ＤＣ）、ＲＦ－グロー放電、誘導結合プラズマ又はヘリコン波発生器等を含む
。特許文献１及び特許文献２は、本明細書に記載されているように、医療用装置にＤＬＣ
を蒸着するように適合されたシステムの特定の実施例を提供する。
【００３０】
　典型的なプラズマ加工システムは、一般的には、圧力を変更可能な反応チャンバ、電力
供給源、電極システム、ガス供給システム及び真空システムを含み得る。
　ガスは反応域を通過し、その反応域内をラジオ周波数の励起、マイクロ波の励起、電極
等にさらす。使用されるタイプに関わらず、放電、即ち、グロー放電、コロナ放電、アー
ク放電等は、所望の炭素原子プラズマを形成するために十分に高エネルギーに維持される
。ポリマー基質に対して、コールドプラズマ工程は、同ポリマー基質が高温による損傷を
受ける可能性のあることから望ましいものである。
【００３１】
　本明細書において使用されているＲＦグロー放電システムの一形態が特許文献１１の図
１に示されており、本明細書において図１として再び記載されている。同特許の第５欄、
第２４乃至６７行には以下の記述がある。
【００３２】
　「本発明に従って使用され得るコールドプラズマ反応器システムの一例が図１の符号２
０にて概略的に示されている。反応器システム２０はガス混合反応器チャンバ２１を含み
、同チャンバ２１は上側電極２２と下側電極２３とを包囲しており、両電極２２、２３の
間にてプラズマ反応領域２４が確立されている。電気絶縁ディスク２６がガス混合チャン
バ２１の壁部と上側電極２２との間に取り付けられる。ラジオ周波数の電力供給源２７が
線２８にて上側電極２２と接続される一方、下側電極２３はガス混合チャンバ２１の壁部
と同様に接地されている。高容量の機械的真空ポンプ３０が管３１によりチャンバ２１の
内部に連結されており、チャンバを選択的に真空にする（液体窒素トラップ３２が濃縮物
を捕捉するために使用され得る）。更なる高真空の機械的真空ポンプ３３が別の液体窒素
トラップ３４を介して（プラズマ生成分子混合物を回収するために）チャンバ２１の内部
に連結され得る。電気ヒータ３５がワイヤ３６に接続され、チャンバの内部を選択的に加
熱する。反応ガスリザーバ３７及びモノマーリザーバ３８が管４０により制御弁３９を介
してチャンバ２１の内部に連結され、反応ガス若しくはモノマーの真空チャンバ内への選
択的な導入を可能にする。」
　「使用時において、密封可能なドア（図１においては図示されていない）が開けられて
、図１の符号４２にて示される基質材料が下側電極２３上に挿入されるとともに同下側電
極２３にて支持される（よって、接地される）。次に、ドアは閉じられるとともにシール
され、かつ高容量真空ポンプ３０がチャンバ内の空気を迅速に排出するために操作される
。次に、より低い容量の、低圧真空ポンプ３３を使用して、チャンバの内部を所望の真空
ベースレベルまで減圧する。その真空レベルに達したら、弁３９を操作して、リザーバ３
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７から反応チャンバへとＯ２反応ガスを制御した流速にて選択的に導入し、選択されたガ
ス圧に到達させ、かつＲＦ電力供給源２７が作動され、上側電極２２と下側電極２３との
間に静電結合が提供され、両電極間にてガスが点火され、かつ両電極間の領域２４にプラ
ズマが維持される。プラズマは、選択した期間の間、反応器３７からのガスの導入により
決定される所望の圧力レベルに維持され、圧力ゲージ４３が圧力を測定し、かつそれを制
御するために使用される。」
　無論、本発明に従って、基質上のＤＬＣ改質面は、特許文献１１に記載されているＯ２

反応ガスの代わりに使用される。
【００３３】
　本発明の幾らかの実施形態に従って、処理されるべき基質は図１の装置の領域２４に配
置され、ＤＬＣ蒸着ガスのコールドプラズマ表面処理にさらされ、ダイヤモンド状炭素表
面を形成する。基質、電極、或いはそれらの両方が回転可能であり得るか、そうでなけれ
ば、ＤＬＣ蒸着プラズマで被覆される基質面の均一な露出を容易にする様式にて移動可能
である。
【００３４】
　図２は、管状若しくはワイヤ状の基質上への連続的若しくは半連続的な蒸着に適した反
応チャンバ４５の別の実施形態を示す。反応チャンバ４５は上側電極４６及び下側電極４
７をそれぞれ備え、図１の電極と同様の様式にてＲＦ源によりバイアス印加（ｂｉａｓｅ
ｄ）され得る。カテーテルチューブ若しくはガイドワイヤのような管状若しくはワイヤ状
基質４８は、処理工程時、電極間の間隙５２を通過して、リール４９からリール５０まで
適切な動力源にて移動される。ＤＬＣ改質ガスはポート５３及び５４を介して、反応器へ
供給され、かつ反応器から除去される。少なくとも幾らかの実施形態において、チャンバ
は、同チャンバを介するガスの流れが、同チャンバを介する基質４８の移動と反対方向と
なるように構成される。
【００３５】
　反応チャンバ４５は、室温又は室温付近、例えば１０乃至５０℃の温度にて、真空下に
て適切に操作される。チャンバ４５はより大きな反応器ハウジング（図示しない）内に封
入され得、同ハウジングは、周囲圧力未満にてリール４９及び５０を包囲する。
【００３６】
　ＤＬＣ改質ガスが反応チャンバ４５内に流入されるとともにＲＦ源が活性化されると、
プラズマが間隙内に生成され、ＤＬＣが基質上に形成され得る。
　図３はプラズマ反応器に備えられ得る電極の代替的な配置を示す。この場合、管状の、
又はワイヤ状の基質６０は、一連の交互に並んだ円筒状電極６２，６４の中央開口部を貫
通する。電極６２は、ＲＦ源（図示しない）により電極６４に対してバイアス印加されて
いる。
【００３７】
　図４は、反応チャンバの更なる変更例を示す。チャンバ７０は、上側及び下側電極７２
，７４をそれぞれ備えており、同電極は図１に示されるように適切に電力が供給され、か
つ絶縁されている。ガスがポート７６，７８の一方に流入し、他方から流出する。モータ
８２及び軸受構造体８３にて基質８４を回転させることができる。図４の特定の場合にお
いて、基質８４は一連のバルーンであり、同バルーンの全てが単一のパリソンからブロー
されている。そのようなバルーンは、プラズマ処理後、パリソンを切断することにより適
切に分けられる。代替的に、別々のバルーンが互いに連結され、複数個の単一バルーンが
同時に処置され得る。ＤＬＣ改質ガスは、基質及び電極間の間隙８４に流入され得るか、
若しくは内部基質容量８８内に流入されるか、又はそれらの両方である。ＤＬＣ改質ガス
は間隙８４内に流入されるとともに不活性ガスが容量８８内に流入されるか、又はその逆
である。異なるプラズマガスを基質の外側及び内側に流すこともできる。
【００３８】
　図５において、外面１１４を有するバルーン１１２を含むバルーンカテーテル１１０の
先端領域が示されている。カテーテル１１０はまた、外面１１８及び内面１２０をそれぞ
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れ有する外側シャフト１１６と、外面１２４及び内面１２６をそれぞれ有する内側シャフ
ト１２２とを含む。内側シャフトはガイドワイヤ内腔１２８を画定する。内側シャフトと
外側シャフトとの間の空間は膨張内腔１３０を画定する。バルーン１１２は、その基端が
外側シャフト１１６と、その先端側が内側シャフト１２２と、結合されている。
【００３９】
　カテーテル１１０の摺動面は内側シャフト１２２の内面１２６と、外側シャフト１１６
の外面１１８と、バルーンの外面１１４とを少なくとも含む。内面１２６は展開時にはガ
イドワイヤ伝いに摺動する。外側シャフトの面１１８及びバルーンの外面１１４の一部は
、展開時及び除去時に体腔内を摺動する。幾らかの場合において、内側及び外側シャフト
は互いに対して移動可能なように形成されており、それにより内側シャフトの面１２６が
外側シャフトの面１２０に対して摺動する。
【００４０】
　内面の被覆を容易にするために、プラズマ発生ガスは基質を貫通するように、そして同
様に基質の周囲に供給される。本発明の幾らかの実施形態において、管状基質が提供され
、かつプラズマ発生ガスが同装置の内部のみを通過するように供給され、同装置の外側の
周囲には供給されず、それによりプラズマは管の外側には生成しない。その他の実施形態
において、装置の内部がシールされ、又は装置の内部にはプラズマを発生しない中和ガス
が別に供給される一方で、プラズマ発生ガスは基質の外側の周囲に供給される。そのよう
な場合、被覆は装置の外面上のみに提供される。更に別の変更例において、異なるプラズ
マ発生ガスが装置の内側と、外側とに供給され得る。例えば、ＤＬＣ生成プラズマは装置
の内部に供給され、かつフッ素化ガス又は酸化ガスが基質の外側の周囲に供給され得る。
そのような場合、異なる被覆が同時に提供され得る。
【００４１】
　ＤＬＣによる表面改質は、被覆されていないポリマー、又は同表面に金属材料が蒸着さ
れているものと比較して、接触接着性が低く、よって摺動抵抗性が低い表面を形成するこ
とができると考えられる。ＤＬＣは非常に薄く、よって、同ＤＬＣが蒸着されるポリマー
材料のバルク特性に殆ど、若しくは全く変化を与えない。好ましくは、ＤＬＣは１０乃至
１０，０００オングストロームの層として生成される。
【００４２】
　ＤＬＣ改質ガスは、任意のガス、若しくはガスの混合物であり、プラズマからＤＬＣを
蒸着し、基質表面と反応して同基質上にＤＬＣを形成する。炭化水素ガスが典型的には使
用される。アセチレン、メタン、エタン及びブタン、シクロヘキサン、及びそれらの混合
物が一例である。アセチレンが好ましい。その他の炭化水素ガスも幾らかの環境において
は有用であり得る。幾らかの実施形態において、ＤＬＣ改質ガスはアセチレン及び水素の
混合物である。幾らかの実施形態において、表面反応によりＤＬＣを生成するために、Ｓ
Ｆ６、ＳＦ５又はＳＦ４のようなガスを使用することができる。
【００４３】
　ＤＬＣは、ｓｐ３炭素－炭素結合の存在により特徴付けられ、表面上におけるそのよう
な結合の割合は形成されるＤＬＣの程度の指標となる。幾らかの実施形態において、ｓｐ
３炭素－炭素結合の割合は１０％より大きく、適切には１５％より大きく、例えば、約３
０％乃至約７０％、或いはそれ以上である。
【００４４】
　その他のガスも本発明に従うプラズマ工程において使用され得る。例えば、希ガスの存
在は、同希ガスの利用可能な準安定エネルギーにより特殊な反応を促進し、よって、好ま
しい化学種を生ずるとともに基質表面に結合状態を生ずる。ガスはまた、例えば単に希釈
剤としても使用可能であり、例えば、所望のチャンバ圧における炭化水素ガスからのＤＬ
Ｃの蒸着を最適化する。ガスはまた、処理サイクル又は工程の間のチャンバのパージにも
適切に使用される。そのような用途に適するガスの例としては、アルゴン（Ａｒ）、水素
（Ｈ２）、窒素（Ｎ２）等が挙げられるが、それらに限定されるものではない。
【００４５】
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　本発明に従う工程を使用して、ポリマー基質表面は窒素（Ｎ２）、水素（Ｈ２）又はア
ルゴン（Ａｒ）及び炭素源を含むガスのようなガスを有するガス状プラズマにさらされ、
それによりこの工程により、炭素原子が、ＤＬＣの形態にて分子レベルにてポリマー表面
に結合されるようになる。
【００４６】
　幾らかの実施形態において、ＤＬＣ被覆の蒸着を行う前に、基質の表面を、例えばＡｒ
／Ｏ２混合物からの酸素プラズマ或いはＡｒ／Ｈ２混合物からの水素プラズマで処理する
ことが望ましい。
【００４７】
　本発明に従う工程は、エラストマー系及び非エラストマー系のポリマー材料を被覆する
ために使用され得る。ポリエチレン又はポリプロピレンから形成されるものを含むポリオ
レフィン表面のような比較的不活性のポリマー表面でさえも本発明の方法を使用して改質
され得る。
【００４８】
　本明細書において使用するのに適したポリマー材料の例としては、シリコン樹脂、フェ
ノール樹脂、ポリオレフィン、ポリビニル、ポリエステル、ポリアクリレート、ポリエー
テル、ナイロンを含むポリアミド、ポリスルホン、セルロース系材料、ポリスチレン、ポ
リイソブチレン、ポリブテン、ポリアミド、ポリカーボネート、ポリエポキシド、ポリア
クリロニトリル（ＰＡＮ）、ブロックコポリマー等、それらのコポリマー及び混合物、並
びに本明細書に特定して記載されていないその他の広範囲にわたるポリマー材料を含むが
、それらに限定されるものではない。本明細書において使用されているように、「コポリ
マー」なる用語は、二つ以上のモノマーを使用して形成された任意のポリマーを参照する
ために使用されており、ターポリマー等も含む。
【００４９】
　適切なポリオレフィンの例としては、ポリエチレン、ポリプロピレン並びにそのコポリ
マーを含む。
　適切なポリエステルコポリマーの例としては、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチ
レンテレフタレート等を含むが、それらに限定されるものではない。
【００５０】
　ポリアミド材料の例としては、ナイロン６、ナイロン６／６、ナイロン６／１２．ナイ
ロン９／１２、ナイロン６／１０、ナイロン１０、ナイロン１１、ナイロン１２等を含む
。
【００５１】
　ポリエーテルコポリマーの例としては、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）を含
む。
　適切なスチレンブロックコポリマーの例としては、非限定的ではあるが、スチレン－イ
ソプレン－スチレン（ＳＩＳ）、スチレン－ブタジエン－スチレン（ＳＢＳ）、スチレン
－エチレン／プロピレン－スチレン（ＳＥＰＳ）、スチレン－イソブチレン－スチレン（
ＳＩＢＳ）、スチレン－エチレン／ブチレン－スチレン（ＳＥＢＳ）等を含むスチレン末
端ブロックを有するスチレンブロックコポリマーを含むが、それらに限定されるものでは
ない。
【００５２】
　適切なポリアミドブロックコポリマーの例としては、例えば、ポリエーテル－ブロック
－アミドを含む。ポリエステルブロックコポリマーの例としては、ポリエステル－ブロッ
ク－エステルコポリマー、ポリエステル－ブロック－エーテルコポリマー等を含むが、そ
れらに限定されるものではない。ポリエステル及びポリアミドブロックコポリマーエラス
トマー及びそれらのバルーン材料としての使用はまた、同一出願人による米国特許第６４
０６４５７号、第６１７１２７８号、第６１４６３５６号、第５９５１９４１号、第５８
３０１８２号、第５５５６３８３号、第５１１２９００号の各明細書に記載されている。
【００５３】
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　医療用バルーンを形成するのに特に適したポリマー材料の例としては、ポリエステル及
びそのコポリマー、ポリアミド及びそのコポリマー、ペンシルバニア州フィラデルフィア
に所在のアトフィナケミカルズ（Ａｔｏｆｉｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）社から入手可能
なＰＥＢＡＸ（登録商標）の商品名にて市販されているようなポリアミドブロックコポリ
マー、ポリエステルブロックコポリマー、ポリウレタンブロックコポリマー、ポリオレフ
ィン及びそのコポリマー、並びにそれらの混合物を含むが、それらに限定されるものでは
ない。ポリ（エステル－ブロック－エーテル）エラストマーは、デュポン・ドゥ・ヌムー
ル社（ＤｕＰｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　＆　Ｃｏ．）からＨＹＴＲＥＬ（登録商標
）の商品名にて市販されており、ポリブチレンテレフタレートの硬いセグメントと長鎖ポ
リエーテルグリコールに基づく柔らかいセグメントから構成されている。これらのポリマ
ーはまた、ディーエスエム・エンジニアリング・プラスチックス（ＤＳＭ　Ｅｎｇｉｎｅ
ｅｒｉｎｇ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ）社からＡＲＮＩＴＥＬ（登録商標）の商品名にて市販さ
れている。適切なバルーン材料はまた、同一出願人による、米国特許第５５４９５５２号
、第５４４７４９７号、第５３４８５３８号、第５５５０１８０号、第５４０３３４０号
、第６３２８２５号の各明細書に記載されており、当該明細書の各々は、本明細書におい
てその全体が参照により援用される。
【００５４】
　カテーテルシャフトを形成するのに特に適したポリマー材料は、ポリエチレン、ポリエ
チレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリ（エーテル－ブロック－アミ
ド）、ポリ（エステル－ブロック－エーテル）、ポリ（エステル－ブロック－エステル）
等のようなポリオレフィン類を含むが、それらに限定されるものではない。
【００５５】
　無論、本明細書において、二つ以上のポリマー層が異なるポリマー組成物を使用して形
成されている多層構造体も使用され得る。同一のポリマー組成物もまた、例えば交代層と
して使用され得る。
【００５６】
　カテーテルは従来技術において詳細に記載されている従来技術材料の構造体から形成さ
れ得る。基端側シャフト領域は、ポリオレフィン、ポリアルキレンテレフタレート、ナイ
ロン、ポリ（エーテル－ブロック－アミド）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）
等のような高強度ポリマーを使用して多重内腔の押出により製造され得る。多層構造体を
形成するために共押出を使用することもできる。
【００５７】
　編組、織物、編物、粗紡（ｒｏｖｉｎｇ）、ランダム（ｒａｎｄｏｍ）等の形態の繊維
状材料が、本発明の医療用装置の層内、又は複数の層の間に提供され得る。
　上述の実施例及び開示は、例示的な目的にて意図されたものであり、包括的なものでは
ない。これらの実施例及び記載は当業者に対して種々の変更例及び代替例を提示するであ
ろう。これらの代替例及び変更例の全ては請求の範囲内に含まれるべきであることが意図
されており、同請求の範囲において、「からなる（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」という用語
は「含むが、それらに限定されるものではない」ことを意味する。当業者は、本明細書に
記載された特殊な実施形態に対してその他の均等物を認識することができ、同均等物はま
た請求の範囲に包含されるべきであることが意図されている。更に、従属請求項に提示さ
れている特殊な特徴は、本発明の範囲内においてその他の様式にて互いに組み合わせるこ
とが可能であり、それにより、本発明は従属請求項の特徴のその他の可能な組み合わせを
有する他の実施形態を特定するものとしても認識されるべきである。例えば、請求の範囲
の公開の目的のために、以下に記載の任意の従属請求項は、多数項従属の様式が法律の範
囲内において許容可能な様式である場合、同従属請求項において参照される全ての先行的
基礎を有する同請求項より前の全ての請求項からの多数項従属の形態に代替的に書かれた
ものとして受け入れられるべきである。多数項従属の様式が制限される法律においては、
以下に記載の従属請求項の各々は、以下に示す同従属請求項に挙げられた特定の請求項以
外の請求項であって、かつそれより前の先行的基礎を有する請求項への従属性を作出する
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各単一の従属請求項の様式に代替的に書かれたものとして受け入れられるべきである。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】本発明において使用されるプラズマ処理装置の概略図である。
【図２】ワイヤ、チューブ等の連続的な若しくは半連続的なコールドプラズマ処理に使用
されるプラズマ反応チャンバの概略を示す。
【図３】基質の回転を可能にする、及び／又は内腔表面のプラズマ処理を可能にする反応
チャンバのデザインを示す。
【図４】本発明に使用されるプラズマ反応チャンバのための電極の代替的な配置を示す。
【図５】本発明に従うＤＬＣ被覆を組み込んで改質され得る複数の摺動面を有するバルー
ンカテーテルの縦断面図である。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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